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1. はじめに 

1.1   背景 

国連食糧農業機関（FAO）の試算によれば、モニターされている漁業資源の約 4 分の 1
が「獲り過ぎ」の状態にあり、このうちの 3 分の 1 は資源量が枯渇した状態にある（FAO 
2005）。このような状況を改善すべく様々な漁業管理が世界各地で実施されている中、消

費者の側から生産者に対して環境によりやさしい操業を促す方法が昨今注目を浴びている。

代表的なものが「エコラベル」と総称される、商品に貼付される印（＝ラベル）の利用で

ある。日本の消費者にも馴染み深い「エコマーク」やリサイクルマークなどもエコラベル

の一種である。 

水産物に関するエコラベルも存在し、国際的に急速に普及している。代表的なラベル

は国際非営利団体である海洋管理協議会（Marine Stewardship Council、以下 MSC）が管

理・制定するもので、日本国内でも 2008 年 9 月に京都のズワイガニ・アカガレイ漁業がア

ジア初の認証を受けた。エコラベルを商品に貼付すべく認証を受けるには、MSC が定めた

ガイドラインに従い、当該漁業が持続可能（将来にわたって資源を減らさずに漁業を続け

ることが可能）であることを第三者機関の審査を受けて証明しなければならない。このよ

うな審査を通過した漁業から揚がってくる魚を使用した商品にのみ、MSC エコラベルを貼

付することが許され、環境に配慮した商品を求める消費者に対しアピールすることができ

るのである。 

ここで重要なのは、エコラベルによる漁業資源の改善の成否は「持続可能な漁業から

の魚を買い求める消費者がいる」ことにかかっているということだ。この仕組みの理想は、

エコラベル商品が非エコラベル商品よりも高く売れる、つまり価格プレミアムが付くこと

で、漁業者がエコラベルを取得する強力な動機付けとなる点にある。したがって、消費者

がエコラベル商品を好んで買うことが分かれば、漁業者（企業）は利益を追求するためエ

コラベルを取得するようになり、その波が全世界に広がることで持続可能な水産市場と漁

業管理の実現に近づくのである（Gudmundsson and Wessells, 2000）。 

現在、MSC 認証エコラベルの研究が多数行われるようになってきている（Wessells, 
Johnston and Donath 1999, Wessells, Donath and Johnston 1999）。例えば、米国とノルウェー

では電話による聞き取り調査が行われ、消費者のエコラベル商品と非エコラベル商品との

好みを明らかにした研究がある（Johnston, Wessells, Donath and Asche 2001）。この研究で

は、エコラベル商品の方が非エコラベル商品よりも好まれ、エコラベル商品にプレミアム

が生まれることが判明した。 
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では、日本の消費者は「持続可能な漁業からの魚」を好んで買い求めるだろうか。さ

らに、価格プレミアムは付くだろうか。実のところ、これらの点はまだ明らかになってい

ない。日本が世界最大の水産物輸入国であり、世界で流通している水産物の 30%が日本で

取引されており（FAO2006）、日本の水産市場動向が世界の水産物取引に与える影響の大

きさを鑑みれば、これは驚くべきことである。エコラベルによる漁業資源管理を論じるに

際し、日本の消費者が好んでエコラベルを買うかどうかということを知ることは必要不可

欠な要素であり、世界の水産物供給の持続可能性という根本を左右するものである。こう

した背景から、上述した知識ギャップを埋めることが、本研究最大の目的である。 

1.2   研究目的 

本研究の目的は、エコラベルを貼付した水産物商品が、ラベルの意義を認知した上でど

の程度日本の消費者に受け入れられるのかを調べることにある。1これを達成するためには、

以下の 3 つの設問に対する回答を得る必要がある。 

1. 水産物商品の購買基準には鮮度、見た目の美味しさ、産地、養殖・天然等の特徴が

あるが、これらに加えエコラベルの有無は購買の判断基準となり得るか。 
2. 従来商品と比べ、エコラベルの付いた同等商品に対して価格プレミアム（余計に支

払うということ）はあるか。 
3. 消費者がエコラベル商品を意識し、評価するにはどのような宣伝情報が効果的か。 

1.3    研究結果 

上記の３つの目的について、この研究から得られた結果は以下の通りである。 

１. エコラベルは購買の判断基準の一部となり得る。 

２. エコ商品に対する価格プレミアムは存在する。 

３. エコラベルそのものについてよりも、現在の漁業資源の現状に関する情報の方が効

果的である。また、二つの情報を同時に与えた場合、より効果的である。 

日本の消費者は一般的に水産資源の問題に対する認識が低いことが分かり、そのためエ

コラベルの存在のみを説明したのではその評価は低くなる事が分かった。しかし、水産資

源管理に問題があることをまず認識し、その上でエコラベルの存在を知ると消費者は興味

                                                            
1 現実には、MSC の漁業認証を受けて生産された水産物は日本国内で大量に流通しているが、ラベル添付要件

である流通認証を取得している仲卸・小売業者が少ないため、MSC エコラベルが貼付された商品が店頭に現れ

る事は少ない。これでは、エコラベル商品を買いたい消費者がいてもそれを識別することができないため、エ

コラベルの意義及び効果は限定的となる。 
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を持ってエコラベルを高く評価し、また非エコラベル商品を低く評価する事がこの研究か

ら分かった。 
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2. 研究概要 

手法 

 エコラベルの価値または価格プレミアムは、エコラベル付きの商品の価値とエコラベル

無しの商品の価値を測り、これらの差額で試算する。これらの価値を測るため、本研究で

は競売（以下、オークション）実験と総称されるものを採用した。競売（オークション）

実験とは、参加者に実際の商品を使って入札制のオークションを行い、入札額によって参

加者の商品に対する評価額を測るものである。Yahoo! ® オークションにも似たこの手法は、

遺伝子組み換え製品や放射線殺菌製品等の消費者の評価を得るために使われている（Fox, 
et al. 2002, Loureiro, et al 2002, Lusk, et al. 2001）。一般的なアンケートと異なるのは、落札

者は実際に落札した金額を支払い商品を買い取らなければならず、参加者に支払い義務を

負わせる点にあり、各々の商品に対するより現実的な評価額を得ることができると期待さ

れている （Fox et al. 1998）。オークションには、外見が全く同じ二つの商品を用意し、そ

の一方にだけにエコラベルを貼付するという方法をとり、実験でその商品の価値をそれぞ

れ測定する。その差額がエコラベルの価値ということになる。 
 実験の流れを簡潔に説明すると、参加者はまず出品された商品を観察し、前もって配布

された入札票に入札額を記入する2。全員が記入し終えた後でオークションの司会進行役が

各入札票を回収し落札者を告知するが、この時に落札額を公表してしまうと以後のオーク

ションの入札額に影響を与える可能性があることから、落札額の公表は行なわない。 

参加者 

本研究では、実験の場でより現実の買い物をする時の状況を再現することが重要である

ため、家庭の主婦等、炊事・買い物を担当している人を参加者として募集した。本研究の

実験では、被験者の数が多いほどより信頼の置ける結果が得られるため、「コープとうき

ょう」の協力を得て同組合員 1700 人を対象として募集をかけ、約 160 人の被験者を集めた。

なお、参加希望者が環境問題に関心がある人に偏らないように、募集段階ではエコラベル

について一切触れず、「買い物調査」とだけ表記した。また、実験参加の動機付けとして

一人当たり 5000 円の謝金に往復の交通費を計上した報酬を支払った。実験は WWF ジャパ

ン事務所の会議室を使用して実施した。 

 

商品  

                                                            
2 今回のオークションは二位価格制と呼ばれる、最高額入札者が落札し二番目に高かった入札額を支払うとい

う方法を採用した。 
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実験には以下の 3 商品を使用した。（付録資料 I: N, O, P を参照） 

① 真空パック銀塩鮭の切り身一切れ 150g 前後（市価 550 円） 

② 真空パック銀塩鮭の西京漬け切り身一切れ 150g 前後 (市価 428 円) 
③ イクラ 35g（カラフトマス）(市価 298 円) 

実験ではエコラベル商品の価値と非エコラベル商品の価値を測るため、各商品ともエコ

ラベル以外は同じ品質かつ外見のものを用意する必要がある。そこで鮭の切り身（塩鮭と

西京漬け）はMSCエコラベル流通認証を取得した築地市場の卸売業者、亀和商店株式会社

に依頼し、エコラベル以外は全く同じ外見になるように包装を加工してもらった3。イクラ

についてはエコラベルを取り扱っている店舗のエコラベル貼付商品を研究者が加工してエ

コラベル以外の外見を標準化した。それによりエコラベル商品、非エコラベル商品をそれ

ぞれオークションにかけ、純粋にエコラベルの違いだけで価格差が発生するかどうかを検

証した。 

実験  

実験は 6 月 29 日～7 月 9 日内の 6 日間で計 16 回行なった。各回 10 人前後の参加者で実

施した。1 回の実験につき、オークションは 12 回行なった。 

実験の流れ  

実験はオークションの説明から始まり、参加者は実験の流れを学び、その後、和菓子を

使った練習のオークションに参加する。これによって参加者はオークションに慣れること

が出来る。練習オークションの後、参加者は実際に水産物商品を使ったオークションに参

加してもらう。一回の実験で 12 回の水産物オークションを実施し、実験終了後、参加者の

特性や魚介類の消費傾向などを調べるためアンケートを実施し、参加費を支払って終了と

なる。大まかな流れは後掲のフローチャートに示す。 

宣伝情報  

参加者に与えた宣伝情報の効果を測るため、MSC 認証エコラベルについての説明（以下

MSC 情報）や現在の水産資源の現状（資源減少、違法操業問題など）（以下 資源情報）

の情報を 12 回のオークションの途中で参加者に与えた。情報の与え方については MSC 情

報と資源情報を 2 回に分けて与える方法と、両方の情報を同時に与える方法の 2 つを実施

した。2 回に分けて与える方法では、12 回のオークションのうち 4 回が終了した段階で

MSC 情報、もしくは資源情報を与え、8 回目が終了した時点で残りの情報を与えた。同時

に与える方法は 6 回目が終了した時点で両情報を与えた。（次頁のフローチャートを参

                                                            
3 付録の各商品の写真を参照。 
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照）また、情報の有無に関わらず、全てのオークションにおいて商品はエコラベル商品と

非エコラベル商品を出品している。 
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3. データ 

3.1   参加者について 

前述の通り、本研究では家庭において食料品の買い物を担当している人を中心に募集し

た。ここでは実際の参加者がどういう人々であるかを把握し、その傾向を示す。 

まず性別の構成については、参加者中 96%が女性で男性は少なかった。これは、募集対

象が日常的に食料品の買い物を担当している人とした結果と言える。なお、男性参加者は

1 名を除き皆 60代以上であった。次に女性参加者の年齢層について見てみると、図 1 に示

す通り 40代の参加者が一番多かった。これら年齢構成について実験開催地である東京都の

専兼業主婦、全国のコープの女性会員の分布と比較した。これをみると、三者の分布は大

まかに似ていることが分かる。このことは、実験参加者の構成が一般のそれと比べて特異

なものではなく、実験結果が世間一般についてもある程度通用する可能性があることを示

している。 

 

出所: 総務省 「平成 17 年度国勢調査」生協総合研究所「2006 年度全国生協組合員意識調査報告書」 

図１ 女性参加者の年齢別分布 
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 なお、実験で４０歳未満の参加者が少ないのは、フルタイムでの就労者の参加者が少な

い事と関連している。参加者の募集を行なったコープの組合員会議に出席するフルタイム

就労者が少ないことや、実験実施日の４分の３が平日であった事による結果と言える。従

って、実験参加者の特徴に偏りがあると言えなくもないが、本実験の目的に鑑みれば普段

から水産商品などの買い物をする専兼業主婦が多い参加者層の方がより正確な価値判断を

行うことができ、今回の研究には適しているといえる。 

 

3.2     魚介類の消費傾向 

 魚介類の消費について実験参加者に極端な偏りがあれば、入札額やそこから試算される

エコラベルの価格プレミアムに影響が出る懸念がある。そこで、参加者の各家庭で肉、魚

のどちらをよく出すか問うたところ、魚をよく出す家庭、肉をよく出す家庭、両方を出す

家庭ともに均一に分布する結果となった（図２）。 

 

図２ 参加者の魚介類・肉類の消費傾向 

 参加者家庭の１ヶ月当たりの魚介類に費やす支出額は平均は 10,126 円であり、東京都の

平均の 8,083 円に比べて高かった（平成 16年全国消費実態調査 総務省）。 

 

 魚介類の消費頻度について尋ねたところ、切り身などの魚介類を週に 2,3回以上食卓に

出す家庭は参加者全体の 93%以上、4,5回以上出す家庭も半数を超えている。魚介類の加工

品を出す家庭はそれよりも少ないものの、週に 2,3回以上出す家が約 70%と参加者全体を

通して魚を頻繁に消費しているといえる。 
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また、今回の実験で使用した鮭については、参加者の 30%が週に 2,3回以上、また 70%以

上が週に 1度以上鮭を家庭で消費している。（図３）。 

 
図３ 参加者の魚介類の消費頻度 

 参加者の好みの魚介類について見ると、1位が鮭（14%）、2位がマグロ（13%）、3位

がアジ（13%）となっており、上位三種が同程度好まれているのが分かる（図４）。

 
図４ 参加者の魚介類の好み 

 以上から、本研究の参加者は頻繁に水産物を消費しており、実験に使われた鮭も、好ん

で頻繁に消費されていることが分かった。 

3.3   エコラベルの認知度と消費者の意識 

 次にエコラベルがどれだけ認知されているかを問うたところ、合計約 40%の参加者がエ

コラベルを実験以前に見たことがあり、また 26%が買ったこともあると回答した（図５）。

これは、日本の消費者は水産物のエコラベルに馴染みが薄いという予想に反した結果であ

った。理由については、参加を募った「コープとうきょう」で昨年 MSC のエコラベルに
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関する講演が行なわれており、コープの活動に積極的に参加している組合員の間でその講

演会に参加した人が多かったためと考えられる。 

 

図５ 参加者の水産物エコラベルの認知度 

 また実験でエコラベル、漁業資源に関する情報を提供した後にエコラベルの信用度と、

エコラベルが将来の漁業にプラスになるかという設問を行った。その結果、参加者の 83%

が信用できる、また 77%がプラスになると思うと回答した。 

 

3.4   購買要因 

 魚介類を買う際の判断材料としてエコラベルの有無が考慮されうるかを検討するために、

アンケートには普段の水産物食品を購入する時に重視する事、またオークションの際に実

際に重視した事を参加者に聞いた（図６－１）。結果は、普段参加者が水産物購入時に重

視する項目は、食の安全、鮮度、添加物の多寡、値段の順で続き、環境に関する項目の

「違法に獲られていないか」、「乱獲されたものでないか」はあまり重視されておらず、

また図６－２が示すように、「違法に獲られていないか」の項目で 76 人、「乱獲されてい

ないか」の項目で、89人の参加者が「分からない」と回答している。 
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図６－１ 魚介類の購買要因 

 

図６－２ 魚介類の購買要因 

 次にオークションで入札の際に重視した項目を図７に示した。なお、アンケートはオー

クション終了後に行い、参加者はエコラベルと水産資源の情報を得た状態で回答している。

これによると、どの商品においても多くの参加者が入札時にエコラベルを重視しており、

エコラベルは重要な購買要因となっている事が分かる。従って、現在消費者はスーパーに

おいて、エコラベルを認識していない、もしくは商品が品揃えの中にないために、その購

買要因からエコラベルという項目を入れていないが、商品の中にエコラベル商品があり、
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消費者がエコラベルを認識しているならば、消費者はエコラベルを重要な購買要因とする

ことが推察される。では、消費者は実際にエコラベルを選ぶのだろうか？これは実験の入

札額に反映されるはずである。 

 

図７ 実験商品で重視したものと重要度 
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4. 実験オークションの結果 

4.1    入札額の結果 

 東京の消費者のエコラベルに対する価格プレミアムの可能性を見るため、エコラベルと

非エコラベル商品の入札額の差を調べた。その結果入札額の差は、情報が何も与えられて

いない場合（無情報）は低い一方、情報が与えられた場合は明らかな差が見られた（図

８）。情報が与えられた場合の平均差額は、塩鮭が 23.5円、西京漬けが 27.1 円、いくら

が 37.5 円であった。これら入札差額を科学的な分析抜きに即エコラベルの価格プレミアム

とする事は出来ないが、プレミアムの可能性は大きいと言える。また、無情報時の製品の

価格をそれぞれ基準価格としてプレミアムが本体価格に占める割合を換算すると塩鮭が

14％、西京漬けが 15％、いくらが 16％であり、いくらと西京漬けのプレミアムが塩鮭に

対して高い割合を占める傾向にあった。同じ鮭を原料とする製品でありながら、プレミア

ムの割合が異なる理由は何であろうか。参加者それぞれの商品に対する好みやオークショ

ンに起因する学習効果などを除いて考えると、その理由は不明であるが、塩鮭といくらの

プレミアム差が生じた要因が根本的に同様であるかどうかということ、またプレミアムの

発生が環境問題と関連しているかを分析することは可能である。 

 

図８ エコラベル商品と非エコラベル商品との入札差額 

4.2   プレミアムの構成 

 図９は各商品の入札額を与えられた情報別に表したものである。無情報時の入札額を基

準価格とすると、情報を与えられた場合の入札額は、１）変わらない、２）増加する、

18 
 



３）減少する、の三つに分類される。１）と２）はおもにエコラベル商品にみられ、１）

と３）は非エコラベル商品に見られた。即ち、情報を与えられた後ではエコラベル商品に

対してプレミアムを付けるか、非エコラベル商品に対して値を下げる、もしくは何も行動

を変えないという三つの行動パターンに分かれたことを示している。 

 

（A）塩鮭 

 
（B）西京漬け 

 

（C）イクラ 

図９ 情報別入札額 
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 この結果から、エコラベルが何かを知り、水産資源の現状を正しく把握すると、参加者

はエコラベル商品により高い金額を支払い、同時に非エコラベル商品をボイコットすると

いう行動が読み取れる。 

4.3   プレミアムを付けた参加者の特徴 

 では、プレミアムを付けた参加者にどのような特徴があるのだろうか。これら参加者の

特徴を、プレミアムを付けなかった参加者と比較して、どういう傾向にあるかを分析した。 

 まず、プレミアムをつけた参加者の中から差額順に上位 30人を抽出し、その他の参加者

と年齢や年収等について比べた（図１０）。これによると入札差額の上位 30人には、

（１）60歳以上が多く、（２）年収 6 百万円以上の参加者が多いことが分かる。 

  
図１０＆図１１ 入札差額上位 30人と他の参加者との特徴比較 

また、魚の消費頻度を比べると、上位 30 人は魚介類一般の消費はその他の参加者よりも

少ないが、魚介類の加工品の消費頻度と鮭とマグロの消費頻度は高くなっている。（付録

図表 J ～ M 参照） 

では、同じ参加者が 3商品に対して同様にプレミアムをつけているのだろうか? 

図 12‐1 は全ての実験の内、ＭＳＣ情報と資源情報の両方を一度に与えた 4 つの実験に参加

した 40 人の銀塩鮭のプレミアムを高い順に並べたものである。 
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図１２ 各個人の価格プレミアムの商品間での相違 

 横軸に参加者の ID番号を表記している。もし同じ参加者が銀塩鮭だけでなく、西京漬け

やイクラにも同様に高いプレミアムをつけたのであれば、図中のプレミアムの曲線は銀塩

鮭の曲線と類似する線を描くはずである。そこで、西京漬け、イクラのプレミアムを銀塩

鮭のプレミアムが高かった参加者順に表示したのが、その下の図である。この図から、銀

塩鮭、西京漬け、イクラのプレミアムの高低を見ると、１．三商品とも同様のプレミアム

を付ける参加者、２．二商品(銀塩鮭と西京漬け)  に同様のプレミアムをつける参加者、３．

イクラにだけ高いプレミアムをつける参加者、４．あまりプレミアムをつけない参加者に

分けられる。また傾向として、銀鮭と西京漬けは同じようなプレミアムのつけ方が多かっ

たが、イクラについては特別に高かったり、何もプレミアムが付かなかったりと他 2 商品

に比べて違うプレミアムのつけ方をされていることがわかる。 
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 また、プレミアムをつけた人を詳しく見ると、19歳以上の子供がいる人はプレミアムを

低く付け、反対に 7 歳以下の子供がいる人はプレミアムを高くつけていることが分かった。

イクラでは年齢が高いほどプレミアムが減少する傾向にあった。 

 以上から、プレミアムを高くつける人は大きく、１．塩鮭と西京漬け、２．イクラの二

つに分かれ、前者では年齢が高い人がプレミアムをつける傾向にあり、対照的にイクラで

は比較的年齢が若い人がプレミアムを付ける傾向にあった。また全体を通して鮭、マグロ

をよく消費している人や、中所得者以上にプレミアムをつける人が多いこともわかった。 
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5. 計量経済学的分析 

5.1  統計学的手法の必要性 

 前章では、エコラベル商品と非ラベル商品では価格差が見られた。しかし、それは科学

的な手法によって裏打ちされたものではなく、主観的な分析方法に過ぎない。本章では計

量経済学的手法を使い、エコラベルと入札額の関係を説明し、また計量的に参加者がエコ

ラベル商品に対していくら余計に支払っても良いかということを推定する。 
 

5.2  分析結果 

 入札額は今回目的としている要因のほかにも様々な要因と複雑に絡み合って入札額に影

響を与えている。今回は、エコラベルの影響と、与えた情報の影響に焦点を当て結果を出

した（詳細は付属資料 II を参照）。表１の分析結果から、この研究の３つの目的に対する

答えを導くことができる。 

表 1      
   ラベルの有無 プレミアム (円) 統計学的判定 

無情報 有  関連なし 
有  関連なし MSC 情報 
無  関連なし 
有 18 関連あり  

資源情報 
無  関連なし 
有 21 関連あり 

両情報 
無  関連なし 

 

5.2.1  目的１ 

 目的１は「エコラベルは消費者の購買要因の一つになっているかどうか？」ということ

だったが、その答えはエコラベルと非エコラベル商品の価格差に統計的に有意な（明確

な）差があるかどうかを示すことで得られる。得られた結果によると、エコラベルと非エ

コラベル商品の間には情報を与えない場合には統計的に明確な差はなかった。しかし、乱

獲や違法漁業を含む漁業資源問題の情報（以下資源情報）を与えた場合には有意な差が見

られた。また、MSC 認証に関する情報（MSC 情報）と資源情報の両方を与えた場合にも

その差が見られた。 
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5.2.2  目的２ 

 目的２は「消費者はエコラベル商品に余計に高い金額を払うか？」ということであった。

ここでは統計学的に有意な差が見られたエコラベルと非エコラベル商品の価格を推定する

ことで具体的な価格プレミアムを得る。本実験では、資源情報を与えた場合の価格プレミ

アムが 18 円、資源情報と MSC 情報の両方を与えた場合の価格プレミアムが 21 円だったこ

とから、次のことが示される。参加者が資源問題に関する情報を得ると、エコラベル商品

に対して非ラベル商品よりも 18 円余計に支払うということである。一方、MSC 認証と資

源問題の両方を知った人は、21 円余計に支払うということになる。以下の表は、今回の分

析に使用したモデルを使って各情報が付与された場合の各商品の価格と、プレミアムの入

札額に占める割合を予測したものである。基準となる価格は無情報時のラベル無し商品の

価格となる。各商品の基準価格は銀塩鮭の切り身＝176 円、西京漬け＝194 円、イクラ＝

239 円となり、エコラベル、各情報を付与した場合にこの基準値がどう変わるかが示され

ている。 

表 ２       (単位：円) 

  塩鮭 西京漬け いくら

有 181 199 244
無情報 

無 176 194 239
有 189 208 253MSC 情報 
無 173 178 236
有 193 212 256

資源情報 
無 160 178 223
有 196 215 259

両情報 
無 164 182 227

 

5.2.3  目的３ 

 目的３は「どの情報がよりプレミアムを生むのに影響があるのか？」ということだった。

これについては、統計的に有意な差のあったプレミアムの推定値を比べることで明らかに

なる。MSC 情報自体はエコラベル商品と統計的に有意な関連性はなかった。資源情報のプ

レミアムの 18 円と MSC 情報と資源情報の両方の情報のプレミアムの 21 円を比べると資源

情報の方が効果的あることが分かる。今回の実験では資源情報にだけプレミアムが付き、

MSC 情報はプレミアムに影響しにくいことが分かった。 
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5.3  プレミアムの入札額に占める割合 

表 ３ 
  

  (単位: %) 塩鮭 西京漬け いくら 
無情報 ラベル有 3% 2% 2% 

ラベル有 8% 7% 6% MSC  
情報 ラベル無 -2% -8% -1% 

ラベル有 10% 9% 7% 資源 

情報 ラベル無 -9% -8% -7% 
ラベル有 12% 10% 8% 

両情報 
ラベル無 -7% -6% -5% 

有意であった資源情報を付与したプレミアムと資源情報、MSC 情報を付与したプレミアム

では両情報を付与したプレミアムの方が微小だがプレミアムが高くなっている。 

5.4  結果の解釈 

 以上の結果から、情報が与えられなかった場合、また MSC 情報のみの付与では参加者

はエコラベル商品を、非エコラベルよりも好んで選ぶということはしないということがわ

かった。言い換えれば、もし消費者が現在の漁業資源の状態が乱獲状態、または危機的な

状態にあることを理解していなければ、MSC 認証がなんであるか知っていても消費者のエ

コラベルに余計に支払おうとする気持ちを起こすことは出来なかった。資源情報、または

両方の情報を提供した場合にのみ、参加者は明確にエコラベル商品と非ラベル商品を差別

する行動を起こした。 
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6. 情報の効果の分析 

 前章から、どの情報が効果的であるかが判明した。ではこのプレミアムはどの情報に起

因するものなのだろうか。アンケートにより情報提供前後での参加者のエコラベルの評価、

漁業問題に関する興味の変化などをまとめた。 

6.1  情報提供の効果 

 

図１３ 情報提供前後でのエコラベルの評価 

 図 13 は、「この研究に参加する以前にエコラベルに対して抱いていた認識（もしエコラ

ベルを以前から知っていたら）」と、「この研究でエコラベルを知ってから抱いた認識」

を聞いたものである。情報提供前には品質がいい、食品的に安全な魚だと思っていたとい

う比率が多いのに対し、情報後には乱獲されていない、正しく管理されている魚という印

象に変わり、何も思わなかったと答えた人はほとんどいなくなった4。また、次頁の図 14

には、情報の提供前と提供後で、漁業に関する興味がどのように変わったかを調べたもの

を表した。4 つの項目の興味を１=全く興味なし、２=興味なし、３=興味あり、４=非常に

興味がある、の 4 段階に分けて参加者の評価を聞いた。結果、情報は乱獲問題、漁業管理

問題、違法操業問題、鮭漁業の問題などで参加者の興味を高めたことが示された。 

 

                                                            
4 複数回答可能な設問のため、サンプル数は 128 人～158 人だが、延べ人数を比率(%)にして表している。 
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図１４ 漁業問題などへの興味 

 以上から、エコラベルに関しては多少の誤解が解け、エコラベルに対する正しい認識が

広まったことがわかる。また漁業問題への興味は、情報提供前は資源減少の認識のみが突

出していたが、情報提供後は、資源問題以外の、乱獲や違法操業など、人間が起こした不

適切な行為によって起こされた問題への興味も強まった。このことから、資源問題の責任

が人間にあることをより強く認識するようになり、それがエコラベルのプレミアムにもつ

ながったものと思われる。 

6.2  情報のプレミアムに対する効果 

 各商品の情報の価格プレミアムと各設問で統計分析行ない、何がプレミアムに影響を与

えるかを分析した（付録図表 I参照）。 

 銀塩鮭にプレミアムを付ける人は乱獲と MSC 基準の適正な漁業管理に興味を持っており、

また、実験以前に乱獲や違法漁業を知らなかった人がより高くプレミアムを付ける傾向に

あった。違法漁業は乱獲につながるとの認識を持った人、エコラベルが将来の漁業を改善

すると答えた人も銀塩鮭にプレミアムをつける傾向にあった。 

 西京漬けにプレミアムをつける人は、塩鮭と同じく乱獲と MSC 基準の適正な漁業管理に

興味を持った人が多かった。またオークションでは違法性と持続可能性を重視していた人

が多かった。エコラベルを見た、もしくは買ったことがあるという人や、エコラベルを信

用すると答えた人も高いプレミアムをつける傾向にあった。 

 イクラに高いプレミアムをつける人は、オークションでの入札時にエコラベルの特徴全

てを重視している傾向にあった。また実験以前に違法操業、資源問題、乱獲問題などを知

らなかった人がより高くプレミアムをつける傾向にあった。 
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7. まとめ 

 本研究では、エコラベルを貼付した水産物商品がどの程度消費者に受け入れられるのか

を調べるため、１．エコラベルが購買要因となりうるか、２．消費者はエコラベルに価格

プレミアムを付けるのか、３．どんな情報が効果的か、を調べた。 

 

7.1  結論１ 
 消費者はエコラベルを現状では購買の要因として重視していないものの、エコラベルに

対する認識があり、また商品にエコラベルという選択肢が用意されていた場合は消費者は

エコラベルを重視して買っていることが分かった。 

7.2  結論２ 
 現段階では消費者がエコラベルと非エコラベル商品を区別して価格差を付けるというこ

とはしていない。しかし、消費者がエコラベル及び水産資源の現状を認識した場合、明確

にラベル商品を重視し、非ラベル商品を低く評価する傾向にあることが分かった。 

7.3  結論３ 

 購買に影響した情報を分割すると、消費者はエコラベルの説明自体よりもむしろ資源、

乱獲問題や違法操業問題に興味を示す傾向にあり、その情報を与えた時のほうがエコラベ

ルに関する情報を与えた時よりもプレミアムに寄与する影響は大きかった。 

7.4  ディスカッション 

 この研究では、東京の消費者は漁業資源管理問題を与えない場合のエコラベルに対する

反応は薄かった。これは漁業資源管理に対する日本の消費者の興味がないからではなく、

純粋にその分野に対する知識が十分に得られていないだけではないかと推測できる。それ

を証明するように、情報を与えると、消費者は漁業問題に興味を示し、エコラベルを支持

する行動を取った。一方、MSC 認証の説明はそれ単体では効果が出なかった。MSC 認証の

情報は資源問題の情報と一緒に与えられて初めてその効果を発揮することが分かった。ま

た効果がエコラベルのプレミアムを発生させることにもなった。従って、消費者はエコラ

ベル認証の情報だけでなく、漁業資源管理の問題情報も合わせて知れば、エコラベルを受

け入れることが分かった。 

 エコラベルの流通促進戦略として、エコラベルがどういうものであるか、という宣伝を

行うよりも、まず消費者には現在の漁業資源が置かれている状況が深刻であるという事、

早急な対策を必要としていることなど、エコラベルがなぜ必要なのかということを知って
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もらうことが重要だという結論が今回の研究から導き出された。アンケートの回答が示す

ように、消費者の主な環境問題への興味は温暖化などの主要な環境問題がおおく、マスメ

ディアが取り上げる環境問題の中に漁業資源問題が今までよりも多くなるにつれて、より

多くの人々が漁業資源管理に関する問題を認識し、この実験結果が示すようにエコラベル

の必要性を感じ、エコラベルに対するプレミアムが発生するはずである。 

 実験では 40%の参加者が水産物エコラベルを見たことがあったため、漁業資源の問題だ

けを与えても反応することが示された。しかし、実際にエコラベルの存在を知らない人に

とっては、漁業資源問題を認識しても、それに対して自分が行える手段（エコラベルを選

ぶ）を知らないということになる。そのことを踏まえ、もっとも効率的なエコラベルの促

進戦略として、消費者にはエコラベルに関する情報は詳細を与える必要はなく、必要最低

限の情報だけを与え、漁業資源問題に対処できるエコラベルの存在を認識させ、後は漁業

資源問題を強調することである。消費者が漁業資源管理の現状を知り、興味を持てば、そ

の対応策としてのエコラベルの存在を知らせるだけで、消費者はその漁業管理問題に対し

自分でとれる対応策があることが知り、自ら非エコラベル商品よりもラベル商品を好んで

買うことがこの研究から実証された。 
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付録資料I 

 
図 A  性別 

   

図 B  世帯の年収 

 (円)  実験 割合

4 百万以下  29  19%
4‐6 百万  32  21%
6‐8 百万  38  25%

8 百万以上  55  36%

計  154  100

 

 

図 C   年齢構造 

 実験 割合

男 7  4%
女 153  96%
計 160  100%

  実験     専/兼業主婦  女性就業者  Co‐op (全国) 

年齢 実数 %    東京都  東京都 

18-29  4  3%  6%  27%  3% 
30‐39  21  13%  20%  26%  18% 
40‐49  48  30%  18%  17%  23% 
50‐59  35  22%  20%  18%  27% 

60‐  50  32%    35%  12%  26% 

計 158  100%  100%  100%  100% 

 

図 D  配偶関係 

   実験     東京都専業主婦(女性) 

   実数 割合   実数  割合

独身 8  5%   82,467  5%
既婚  147  92%   1,333,839  81%

離･死別 4  3%    224,592  14%

計 159  100%   1,640,898  100%
出所:総務省 「平成 17 年度国勢調査」 
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図 E  最終学歴

   調査     東京都(女性) 
   実数  (%)    実数 (%)

中学校  1  0.6%    707,147 15%
高校  58  37%    2,041,524 42%
短大･高専  48  30%    1,029,289 21%
大学･大学院  48  30%    704,088 14%
その他  3  1.9%     5,583 0.1%
計  158  100%  4,875,274 100%
 
 
図 F     家族

構成 

平均 (人)

(標準偏差)

世帯の家族数 
3.15

(1.17)
内、 7歳以下の子

供の数 
0.25

(0.56)
内、8－18歳の子

供の数 
0.52

(0.75)
内、19以上の子供

の数 
0.54

(0.83)

 

 

 

図 H 

図 G 
図 F 

出所:総務省 「平成 17 年度国勢調査」

プレミアムを払った上位 30 人(外側)とその他(内側)を比較 
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  図 I  t 検定結果 
    設問  銀塩鮭  西京漬け イクラ 

情報前後の興味                

 漁業管理（情報後）  **  ***       
 乱獲（情報後）  *  **       
 違法操業（情報前）  *          * 
 資源問題（情報前）  *          ** 

 漁業管理（情報前）             * 

エコラベルで重視した点                

 トレーサビリティ             *** 
 違法でない     **    *** 
 持続可能性     **    *** 

 環境にやさしい             ** 

エコラベルを見たことがあるか     *       

エコラベルを信用するか       *       

乱獲は日本以外で問題となっている     *       
日本のその他の違法操業が問題である       ***       

外国鮭漁業の違法操業が問題である     ***       

どれだけプレミアム支払うか     ***    *** 

                

識者は事実を誇張している（日本）  *             
違法操業は乱獲につながる  ***            
消費者の選択が世界の漁業問題を変える  ***            

エコラベルが将来の漁業を改善する  **             

１9 歳以上の子供がいる  **          ** 
7 歳未満の子供がいる  *             

年齢             * 

表中の数字は t値 

***は 1%レベル、**は 5%レベル、*は 10%レベルで有意であることを示す。 
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図 J  図 K 

図 L  図 M 
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図 N 銀塩鮭切り身(左ラベル付き、右ラベル し無 )

 

 

図 O 銀鮭西京漬け切り身(左ラベル付き、右ラベル無し) 

図 P イクラ(左ラベル付き、右ラベル無し) 
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実験で使用した MSCに関する説明文 
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実験で使用した漁業資源問題などに関する説明文 
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付属資料 II 

計量経済分析 

1. モデル設定 

a. 目的 

 この研究の目的はエコラベル貼付水産物の需要を調査することである。そのために、以

下の仮説を検定する必要がある。 

1) エコラベル商品の入札額が非エコラベル商品よりも有意な差がある 

2) 情報を与えられたときの入札額は情報を与えられていない時よりも有意な差がある 

また、統計的に有意な差があった結果に対し、実際に参加者がエコラベルにどれだけ余計

に金額を支払ってもよいかを推定する必要がある。 

b. モデル 

 以下の式を使って回帰分析を行うと、少なくても上述の二つの仮説の検定が行え、同時

にプレミアムの推定も行うことが出来る。 

基本モデル     (1) 5 

Bidi = α + γ1 salted +γ2 roe+ β0 label + β1 msc + β2 msc*label+ β3 iuu + β4 iuu*label+ β5 both +  

          β6 both*label + εi              

第一目的の帰無仮説と対立仮説は 

H0: β0=0  

 HA: β0≠0 

であり、この仮説を検定することで第一目的の結果が判明する。 

第二目的の仮説は 

                                                            
5 この変数は４つのカテゴリーに分かれる。1.従属変数（個人の各商品に対する入札額）2.商品ダミー変数（1=

塩鮭（またはイクラ）、0=それ以外）、3.ラベルダミー（1=ラベル付き、0=ラベルなし） 4.情報ダミー（MSC

情報、資源情報、両情報がダミー変数）1=その情報を付与されている 0=それ以外。ラベルと情報の一次相互

作用がこのモデルでは使用されている。 
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H0: β0 + β2 + β4 + β6 ≤ 0 

HA: β0 + β2 + β4 + β6 ≤ 0 

及び H0: β1 + β3 + β5 ≥ 0  

HA: β1 + β3 + β5 ≤ 0 

の検定結果は、第二目的の結果につながっている。第三目的の結果は第二、第三の目的で

有意だった結果の係数を見ることで判明する。回帰分析がこの検定と推定には使用される。

多重共線性を避けるために「無情報」（無情報＝１、それ以外＝０）と「西京漬け」（西

京漬け＝１、それ以外＝０）と「ラベルなし」（ラベルなし＝１、それ以外＝０）のダミ

ー変数を除外した。クロスセクションのデータ特有の不均一性を考慮し、頑健分散推定法

を用いた回帰分析を行う。 

c. 個別な性質の不均一性の除外 

 このデータはクロスセクションであり、エコラベルの価値を正確に測る際に、個別の性

質、性格が入札額に影響してしまう。本来は個別の性質を制御するために、個人のステー

タス、性質や嗜好を反映した変数を追加するが、今回の実験ではラベルの価値を情報が入

札額と直接結びついているため、そこに間接的なアンケートの変数を組み込むと純粋な情

報の価値がわからなくなるため、個人間の誤差項の分散をできるだけ抑えて分析を正確に

できるパネル分析のランダムエフェクトモデルを使用した。また、オークションが進むご

とに各参加者が入札額を調整している、いわゆる学習効果が見られたため、今回の分析で

は各ラウンド間の影響を取り除くダミー変数を各ラウンドごとに計 12 個付け加えた6。以

下がその基本となるモデルである。 

応用モデル (2) 

Bidi = α + γ1 salted +γ2 roe+ β0 label + β1 msc + β2 msc*label+ β3 iuu + β4 iuu*label+ β5 both +  

          β6 both*label + θ2 round2 + θ3 round3 + θ4 round4 + θ5 round5 + θ6 round6 + θ7 round7 +  

          θ8 round8+ θ9 round9+ θ10 round10 + θ11 round11+ θ12 round12 + µi + εij                  

                                                            
6 実際には多重共線性を避けるために 1 ラウンド目を取り除いた。 
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2. 結果 

 次頁の表には上述の基本式のランダムエフェクトモデルの分析結果が表示されている。   

第一目的については、帰無仮説 (H0: β0=0)は棄却されなかった。第二目的の最初の仮説、 

(H0: β0 + β2 + β4 + β6 ≤ 0) は棄却された。しかし、次の仮説 (H0: β1 + β3 + β5 ≥ 0) は棄却されな

かった。 

表 1. 

  頑健     
 係数 標準誤差 Z 値 P 値 95% 信頼区間

salted ***-18.46 3.28 -5.63 0.00 -24.89 -12.03
roe ***44.71 4.46 10.01 0.00 35.95 53.46
label 4.81 5.58 0.86 0.39 -6.12 15.74
r2 1.30 8.11 0.16 0.87 -14.60 17.20
r3 ***23.86 8.12 2.94 0.00 7.95 39.78
r4 ***33.60 8.30 4.05 0.00 17.34 49.86
r5 20.32 14.09 1.44 0.15 -7.30 47.94
r6 **28.38 13.23 2.15 0.03 2.46 54.30
r7 18.78 14.86 1.26 0.21 -10.35 47.91
r8 22.63 14.82 1.53 0.13 -6.41 51.67
r9 **34.32 16.87 2.03 0.04 1.25 67.38
r10 **33.47 16.64 2.01 0.04 0.85 66.09
r11 18.75 16.67 1.12 0.26 -13.92 51.41
r12 15.50 16.61 0.93 0.35 -17.07 48.06
msc_label 11.76 10.39 1.13 0.26 -8.60 32.11
msc -3.10 14.41 -0.21 0.83 -31.34 25.15
iuu_label ***28.66 10.40 2.76 0.01 8.28 49.03
iuu -16.16 14.20 -1.14 0.26 -43.98 11.67
bothinfo_label ***27.60 7.53 3.67 0.00 12.85 42.36
bothinfo -12.13 15.19 -0.80 0.42 -41.90 17.63
Intercept ***171.59 9.17 18.70 0.00 153.61 189.58
sigma_u 82.06      
sigma_e 70.86      
rho 0.57 (分散 u に占める個人が説明する割合)   

 
観測数 1932 
グループ数 161 
R-sq:  グループ内 0.1718 
   グループ間 0.0204 
   全体 0.0755 
Wald chi2(21) 1058.55 
Prob > chi2 0 

 

***は 1%レベル、**は 5%レベル、*は 10%レベルで有意であることを示す。 
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